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ま
ず
は
一
般
会
計
か
ら
見
て
み
ま
し
ょ

う
。
一
般
会
計
と
は
、
教
育
や
福
祉
、
土

木
と
い
っ
た
基
本
的
な
行
政
サ
ー
ビ
ス
の

経
費
を
賄
う
会
計
で
す
。
歳
入
の
総
額
は

３
３
７
億
２
２
９
６
万
円
で
、
歳
出
の
総

額
は
３
２
３
億
９
１
７
５
万
円
で
し
た
。

差
し
引
き
を
す
る
と
、　

億
３
１
２
１
万

１３

円
に
な
り
ま
す
が
、
こ
の
中
に
は
翌
年
度

に
繰
り
越
し
て
行
う
事
業
の
経
費
も
含
ま

れ
て
い
ま
す
。
そ
の
経
費
を
差
し
引
い
た

残
り
の　

億
３
１
５
８
万
円
が
、
真
庭
市

１１

の
実
質
的
な
収
支
と
い
う
こ
と
に
な
り
、

数
値
上
で
は
「
黒
字
」
と
い
う
こ
と
に
な

り
ま
す
が
、
黒
字
と
は
い
え
、
そ
の
多
く

を
国
や
県
な
ど
か
ら
交
付
さ
れ
る
財
源
に

依
存
し
て
い
る
状
況
で
す
。

　

市
の
「
一
般
会
計
」「
特
別
会
計
」「
公

営
企
業
会
計
」
と
い
う
３
つ
の
財
布
を
見

て
い
き
ま
し
ょ
う
。

一 
般
会
計

　平成２６年度の真庭市の決算がまとまりましたので、その概
要を公表します。歳入（入ってくるお金）に比べ、歳出（出

ていくお金）が少なかった平成２６年度は数値上では黒字です
が、今後の見通しはどうなのでしょうか。決算から真庭市の

財政状況を見ていきましょう。

合
併
し
て

　

回
目
の
決
算

１０ど
う
な
の
？

真
庭
市
の
財
政
状
況

 
平平
成成　

年年
度度

２２６６
真
庭
真
庭
市市
決
算
公
表
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地方譲与税ほか
9億6,822万円(2.8％)

（性質別）

市税
50億8,080万円(15.1%)

地方交付税
154億7,394万円(45.9％）

市債
47億8,903万円(14.2%)

国庫支出金
29億7,143万円(8.8%)

県支出金
20億424万円(5.9%)

諸収入･財産収入ほか
6億6,492万円(2.1%)

負担金･使用料
7億5,195万円(2.2%)

繰越金･繰入金
10億1,843万円(3.0%)

源
財
存
依

　

77

％
６
・

源
財
主
自

 

22

％
４
・

337億2,296万円歳入

農林水産業費
16億9,474万円(5.2%)

（目的別）

議会費
2億3,057万円(0.7%)総務費

61億1,719万円(18.9%)

民生費
74億3,017万円(23.0%)

衛生費
28億7,155万円(8.9%)

労働費
2,143万円(0.1%未満)

商工費
6億3,012万円(1.9%)土木費

27億374万円(8.3%)

教育費
44億9,701万円(13.9%)

消防費
14億2,998万円(4.4%)

災害復旧費
5億5,116万円(1.7%)

公債費
42億1,409万円(13.0%)

（性質別）

人件費
59億8,317円(18.5%)

扶助費
30億5,739万円(9.4%)

公債費
42億1,409万円(13.0%)

物件費
34億8,718万円(10.8%)

補助費
21億7,474万円(6.7%)

普通建設･災害復旧費
70億3,393万円(21.7%)

繰出金･積立金･貸付金
59億130万円(18.2%)

維持補修費
5億3,995万円(1.7%)

（
費
経
的
務
義

40

）
％
９
・

費
経
的
資
投

他
の
そ

（費
経
的
費
消

19

）
％
２・

323億9,175万円歳出

自主財源はわずか

　　22.4％

市民一人が支払った市税
約105,402円

市民一人当たりに換算すると
（平成26年4月1日の人口48,204人で計算）

市民一人に使われたお金
約671,972円

市民一人当たりに換算すると
（平成26年4月1日の人口48,204人で計算）

約16億6千万円増の歳出
平成25年度と比較して

ト 9億6,822万円(2.8％)トト

141億6,869万円
特別交付税    13億525万円

地方交付税の内訳
普通交付税

億 , 万円( )

歳

市民税 20億7,315万円
うち個人市民税 15億8,775万円
うち法人市民税 4億8,540万円
固定資産税 25億2,720万円
軽自動車税 1億4,692万円
市町村たばこ税 3億260万円
鉱産税 60万円
入湯税 3,033万円

市税の内訳

　歳入は、大きく「自主財源」と

「依存財源」に分けることができ

ます。自主財源は、市税など自

治体が独自に調達する財源のこ

とで、全体のわずか２２．４％と多
くを国などに依存しています。

地方交付税が全体の４５．９％
　依存財源は、国や県などから

交付される財源のことで、地方

交付税や国・県支出金、市債（借

金）などがこれに当たります。

特に地方交付税は歳入全体の

４５．９％を占め、国の制度改正な
どで市の収入が大きく左右され

る可能性もあります。

　右の２つのグラフは、どちらも
歳出決算額の中身を表したもの

です。性質別グラフでは、人件費

や扶助費、借金返済の公債費と

いう毎年必要な「義務的経費」が

約４１％を占めています。一方、目
的別グラフは、市役所の仕事別

の決算額を示しています。例え

ば、民生費は福祉サービスや子

育て支援などに使われた費用、

教育費は学校施設の整備などに

使われた費用です。平成２５年度
と比べると、約１６億６千万円増
加した決算となりました。

うち合併特例措置として上乗せされてい

る普通交付税３８億１， ５３９万円は、平成
２７年度から段階的に削減され平成３２年度
には上乗せはなくなります。
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特
別
会
計

　

真
庭
市
の
通
常
の
お
金
を
出
し
入
れ
す

る
の
は
一
般
会
計
で
す
が
、
特
定
の
事
業

に
使
う
お
金
は
「
特
別
会
計
」
と
「
公
営

企
業
会
計
」
に
分
か
れ
て
い
ま
す
。
本
来

は
一
つ
の
会
計
で
処
理
す
る
こ
と
が
理
想

で
す
が
、
市
は
さ
ま
ざ
ま
な
仕
事
を
し
て

い
る
た
め
、
一
つ
の
会
計
で
は
か
え
っ
て

複
雑
に
な
っ
て
し
ま
う
か
ら
で
す
。

　

特
別
会
計
に
は　

、
公
営
企
業
会
計
に

１２

は
３
つ
の
会
計
が
あ
り
ま
す
。
そ
れ
ぞ
れ

の
目
的
以
外
に
、
お
金
を
使
っ
て
は
い
け

な
い
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。
特
別
会
計

全
体
の
決
算
額
は
、
歳
入
が
１
６
２
億
６

５
２
４
万
円
、
歳
出
は
１
５
４
億
４
８
６

０
万
円
。
歳
入
か
ら
歳
出
を
差
し
引
い
た

額
か
ら
、
翌
年
度
に
繰
り
越
す
財
源
を
差

し
引
い
た
実
質
収
支
額
は
８
億
１
２
５
６

万
円
で
す
。
す
べ
て
の
会
計
で
赤
字
は
あ

り
ま
せ
ん
が
、
市
民
の
皆
さ
ん
が
支
払
っ

て
い
る
使
用
料
や
保
険
料
で
は
賄
い
き
れ

な
い
部
分
を
、
国
の
示
す
基
準
に
沿
っ
て
、

一
般
会
計
の
お
金
（
繰
出
金
）
で
補
っ
て

い
る
状
況
で
す
。
こ
れ
は
、
一
般
会
計
か

ら
繰
り
出
す
こ
と
が
で
き
る
余
力
が
真
庭

市
に
は
今
の
と
こ
ろ
あ
る
と
い
う
こ
と
で

す
が
、
中
期
財
政
計
画
に
よ
る
と
、
今
後

財
政
状
況
は
厳
し
く
な
る
と
予
想
さ
れ
て

い
ま
す
。

公
営
企
業
会
計

　

公
営
企
業
会
計
と
は
、
地
方
公
営
企
業
法
の
適
用
を
受
け

て
設
置
す
る
、
自
治
体
で
も
収
益
が
認
め
ら
れ
て
い
る
特
別

な
会
計
で
す
。
独
立
採
算
が
原
則
で
、
企
業
会
計
の
方
式
に

よ
っ
て
経
営
し
て
い
ま
す
。

収益的収支水道事業会計
落合･久世･勝山地区で行
われている上水道事業。
年度末給水人口は２０，７５３
人で１日平均６，９７５立方
 m を給水。

差引額費用収益

２，５８７万円６億７，７４８万円７億３３５万円
資本的収支（施設建設などの収支）

差引額支出収入

△３億３，０７８万円４億１，８１９万円８，７４１万円
収益的収支湯原温泉病院事業会計

病床数は１０５床で入院は
年間延べ３１，４３０人。外来
は年間延べ４０，５０９人（う
ち診療所２，３１１人）が受
診。

差引額費用収益

△６，７８７万円１５億６，１７９万円１４億９，３９２万円
資本的収支（施設建設などの収支）

差引額支出収入

△６，７７６万円１億５，９５０万円９，１７４万円
収益的収支農業共済事業会計

水稲共済加入者は３，５０１
人で引受面積は１，８５０ha。
家畜引受頭数は８，５９５頭。
果樹・畑作などの加入者
は２４４人。

差引額費用収益

１３６万円２億４，４４７万円２億４，５８３万円
資本的収支（施設建設などの収支）

差引額支出収入

０円０円０円

平成２６年度特別会計歳入歳出一覧

差引額歳出額歳入額会計名

５億９，２２３万円５４億１，３４２万円６０億５６５万円国民健康保険事業

１０４万円６億７，１９６万円６億７，３００万円後期高齢者医療

１億７，４２２万円５４億７，８１７万円５６億５，２３９万円介護保険事業

１８４万円６，５１８万円６，７０２万円介護保険事業（介護サービ
ス事業）

６００万円９億７，２６８万円９億７，８６８万円簡易水道事業

１６７万円５億５，７０２万円５億５，８６９万円農業集落排水事業

５９６万円１９億５，１１３万円１９億５，７０９万円公共下水道事業

１２５万円１億５，０６８万円１億５，１９３万円浄化槽事業

７７１万円５，１８４万円５，９５５万円分譲宅地事業

３３８万円３，１５０万円３，４８８万円津黒高原観光事業

０円６５３万円６５３万円クリエイト菅谷事業

２，１３２万円９，８４９万円１億１，９８１万円温泉事業

８億１，６６２万円１５４億４，８６０万円１６２億６，５２４万円合計
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一
般
会
計
か
ら
の
繰
出
金
（
公
営
企
業

会
計
の
場
合
は
補
助
金
）
は
下
の
表
の
と

お
り
で
す
。
公
共
下
水
道
事
業
の
場
合
、

処
理
場
の
建
設
や
下
水
管
の
埋
設
、
施
設

の
維
持
管
理
な
ど
で
多
く
の
費
用
が
掛
か

っ
て
い
る
ほ
か
に
、
雨
水
の
処
理
費
用
と

い
っ
た
経
費
も
発
生
し
て
い
ま
す
。
こ
の

お
金
を
利
用
者
が
負
担
す
る
と
な
る
と
、

大
幅
に
値
上
げ
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
く
な

っ
て
し
ま
う
の
で
、
使
用
料
な
ど
で
補
い

き
れ
な
い
部
分
を
国
の
示
す
基
準
に
沿
っ

平成２６年度
区分

うち基準外うち基準内決算額

害３億７，７６３万円３億７，７６３万円国民健康保険事業

害２億５，６８４万円２億５，６８４万円後期高齢者医療

害８億２，７２２万円８億２，７２２万円介護保険

害３，９１３万円３，９１３万円介護保険
（介護サービス勘定）

９，１２０万円３億７，７１０万円４億６，８３０万円簡易水道事業

３億５，６１５万円５億４，２０５万円８億９，８２０万円公共下水道事業

１億６，４０１万円１億６，５４９万円３億２，９５０万円農業集落排水事業

３，４７７万円２，８７３万円６，３５０万円浄化槽事業

害６８３万円６８３万円分譲宅地事業

害３，４７８万円３，４７８万円津黒高原観光事業

害６５３万円６５３万円クリエイト菅谷事業

害害害温泉事業 

６億４，６１３万円２６億６，２３３万円３３億８４６万円合計

 一般会計から特別会計への繰出金一覧

平成２６年度
区分

うち基準外うち基準内決算額

害１億３２６万円１億３２６万円水道事業

７９万円３億１，４７６万円３億１，５５５万円湯原温泉病院事業

害６，１８０万円６，１８０万円農業共済事業

７９万円４億７，９８２万円４億８，０６１万円合計

 一般会計から公営企業会計への補助金一覧

実
質
的
な
赤
字
補
て
ん「
繰
出
金（
補
助
金
） 」

　

平
成　

年
度
決
算
、
平
成　

年
度
当
初

２６

２７

予
算
と
９
月
時
点
の
見
込
み
を
基
に
、
人

口
推
計
な
ど
を
反
映
し
て
、
中
期
財
政
計

画
（
平
成　

年
度
〜
平
成　

年
度
）
が
策

２８

３２

定
さ
れ
ま
し
た
。
こ
の
計
画
に
よ
る
と
今

後
の
真
庭
市
の
収
支
の
見
通
し
は
、
歳
入

で
は
市
民
税
な
ど
の
自
主
財
源
が
低
く
、

地
方
交
付
税
や
国
・
県
の
支
出
金
な
ど
の

財
源
に
多
く
を
依
存
し
な
く
て
は
な
ら
な

い
う
え
、
歳
出
で
は
、
社
会
保
障
制
度
の

充
実
に
よ
る
扶
助
費
、
公
共
施
設
の
老
朽

化
に
よ
る
維
持
補
修
費
や
特
別
会
計
・
公

営
企
業
会
計
へ
の
繰
出
金
の
増
加
が
懸
念

さ
れ
ま
す
。

　

ま
た
、「
平
成　

年
度
国
勢
調
査
」
で
予

２７

測
さ
れ
る
人
口
の
減
少
が
市
民
税
収
入
や

普
通
交
付
税
に
大
き
く
影
響
す
る
可
能
性

が
あ
り
ま
す
。
さ
ら
に
、
平
成　

年
度
か

２７

ら
普
通
交
付
税
の
合
併
特
例
措
置
の
縮
減

が
始
ま
り
、
財
政
状
況
は
一
層
厳
し
く
な

る
と
予
想
さ
れ
る
た
め
、
持
続
可
能
な
財

政
運
営
の
確
立
が
必
要
で
す
。

中
期
財
政
計
画
か
ら
見
る
今
後
の
見
通
し

真庭市中期財政計画（平成２８年度〜平成３２年度）より

て
一
般
会
計
か
ら
繰
り
出
し
て
い
ま
す
。

公
共
サ
ー
ビ
ス
を
維
持
し
て
い
く
た
め
に

は
あ
る
程
度
は
や
む
を
得
な
い
支
出
が
繰

出
金
で
す
。
例
え
ば
、
繰
出
金
を
減
ら
す

た
め
に
、
水
道
施
設
整
備
を
し
な
い
と
い

う
こ
と
に
は
な
り
ま
せ
ん
。
だ
か
ら
と
い

っ
て
、
ど
れ
だ
け
お
金
を
使
っ
て
も
い
い

と
い
う
も
の
で
も
あ
り
ま
せ
ん
。
国
の
基

準
を
超
え
て
繰
り
出
す
と
、
そ
の
部
分
は

実
質
的
な
赤
字
補
て
ん
に
な
っ
て
し
ま
い

ま
す
。



平成２８年４月１日から
市内の ２ カ月分の水道料金（税抜）を

　基本料金 ２，６００円（１６弱まで）
　超過料金　 ２１０円（１弱）

に統一します

Maniwa ０６

Ｐｉｃｋ  ｕｐ  

　

「
簡
易
水
道
」
と
は
、
法
律
上
、
水

を
届
け
る
人
の
人
数
が
１
０
１
人

か
ら
５
０
０
０
人
ま
で
の
規
模
の

水
道
の
こ
と
を
い
い
、
そ
れ
以
上

の
規
模
の
水
道
は
、「
上
水
道
」
と

呼
ば
れ
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
施

設
の
規
模
の
大
小
は
あ
り
ま
す

が
、
市
民
の
皆
さ
ん
へ
安
全
な
水

を
提
供
す
る
施
設
と
い
う
こ
と
に

違
い
は
あ
り
ま
せ
ん
。
真
庭
市
で

は
、
取
水
施
設
や
浄
水
場
、
ポ
ン

プ
所
、
配
水
池
な
ど
、
簡
易
水
道

と
飲
料
水
供
給
施
設
（
水
を
届
け

る
人
の
人
数
が
１
０
０
人
以
下
の

施
設
）
を
合
せ
て
２
１
４
施
設
、

上
水
道
で　

施
設
の
管
理
運
営
を

７１

行
っ
て
い
ま
す
。
簡
易
水
道
や
飲

料
水
供
給
施
設
に
つ
い
て
は
「
特

別
会
計
」
で
、
上
水
道
に
つ
い
て

は
「
公
営
企
業
会
計
」
に
よ
り
会

計
処
理
を
す
る
仕
組
み
と
な
っ
て

い
ま
す
が
、
平
成　

年
度
か
ら
、

２９

経
営
統
合
し
公
営
企
業
会
計
に
一

本
化
す
る
予
定
で
す
。

　

市
が
管
理
す
る
水
道
施
設
は
同

一
サ
ー
ビ
ス
で
あ
り
、
市
内
で
差

を
設
け
な
い
と
い
う
観
点
か
ら
、

平
成　

年
４
月
か
ら
段
階
的
に
改

２４

定
し
て
い
た
水
道
使
用
料
を
、
平

成　

年
４
月
に
統
一
を
図
り
ま
す
。

２８
値
上
り
す
る
地
域
も
あ
り
ま
す

が
、
こ
れ
か
ら
も
市
民
の
皆
さ
ん

に
、
安
全
で
安
心
な
水
を
お
届
け

す
る
た
め
に
、
ま
た
水
道
事
業
の

健
全
な
運
営
の
た
め
に
も
ご
理
解

と
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

樫西上簡易水道

建設部水道課　 西  本  篤  生  課長
にし もと あつ お

料
金
の
統
一
に

ご
理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す

　

私
た
ち
が
生
き
て
い
く
う
え
で
最
も
重
要
な
「
水
」
。そ
の
水
を
安

全
安
心
に
供
給
す
る
た
め
、
規
模
の
小
さ
な
水
道
施
設
を
管
理
運

営
し
て
い
る
簡
易
水
道
事
業
の
現
在
の
状
況
や
こ
れ
か
ら
の
取
り
組

み
な
ど
に
つ
い
て
水
道
課
の
西
本
篤
生
課
長
に
話
を
聞
き
ま
し
た
。

地
域
の
水
を
管
理
供
給

簡
易
水
道
事
業

9億7,868万円

県負担金
4,034万円

諸支出金
5万円

水道管敷設、老朽管改良などにかかる経費
1億9,882万円

施設の維持管理費 
1億7,780万円

水道使用料など
4億3,466万円

一般会計繰入金
　4億6,830万円

市債(借金)
1,950万円

繰越金、諸収入ほか
1,588万円

公債費
5億9,601万円

9億7,268万円

歳入

歳出

簡易水道事業
　簡易水道・飲料水供給施設を認可で２８施設の管
理運営をしています。給水人口は２１，４５５人で一日平
均 ７，１２３立方㍍ を給水しました。

歳入の約９０％を使用料と繰入金が占め、歳出の約６０％を
公債費（歳出の財源を得るために借り入れた「 市債（借

金）」を返済するための費用）が占めています。

　

生
活
の
必
需
品
「
水
」。
安
心
安
全
で
き
れ
い
な
水
を

供
給
す
る
た
め
に
は
、 多
く
の
費
用
が
掛
か
っ 
て
い
ま
す
。

市
民
の
日
常
生
活
に
密
接
に
関
わ
る
、「
水
」に
関
す
る
２

つ
の
事
業
を
紹
介
し
ま
す
。



19億5,709万円

一般会計繰入金 
8億9,820万円

処理場建設、下水道管埋設工事の経費
8億8,509万円

施設の維持管理費
2億8,120万円

使用料および分担金
2億4,167万円

国からの補助
3億906万円

市債(借金)
4億3,850万円

繰越金、諸収入
6,966万円

公債費
7億8,484万円

19億5,113万円

歳入

歳出

 ０７Maniwa

水
源
の
里
を
守
る

公
共
下
水
道
事
業

落合浄化センタ落合浄化センターー

　

私
た
ち
は
ト
イ
レ
や
お
風
呂
、
洗
濯
、
炊
事
な
ど
で
必
ず
水
を

汚
し
て
い
ま
す
。そ
の
水
を
き
れ
い
に
処
理
す
る
た
め
に
、
真
庭
市

で
は
浄
化
セ
ン
タ
ー
を
設
置
し
、
下
水
道
の
整
備
を
進
め
て
い
ま

す
。こ
の
公
共
下
水
道
事
業
の
状
況
な
ど
に
つ
い
て
下
水
道
課
の
上

島
芳
広
課
長
に
話
を
聞
き
ま
し
た
。

Ｐｉｃｋ  ｕｐ  

　

公
共
下
水
道
は
、
私
た
ち
が
生

活
す
る
う
え
で
出
さ
れ
る
「
汚
れ

た
水
」
を
「
き
れ
い
な
水
」
に
し

て
川
に
戻
す
た
め
の
も
の
で
、
こ

れ
に
よ
り
水
質
保
全
と
と
も
に
美

し
い
自
然
を
守
る
こ
と
が
で
き
ま

す
。
現
在
、
真
庭
市
で
は
久
世
・

勝
山
処
理
区
と
落
合
処
理
区
で
下

水
道
の
整
備
（
下
水
道
管
の
埋
設

工
事
）
を
行
っ
て
い
ま
す
。
す
で

に
美
甘
、
中
和
、
蒜
山
（
２
地
区
）

の
４
つ
の
処
理
区
に
つ
い
て
は
、

整
備
が
完
了
し
て
い
ま
す
。

　

下
水
道
は
、
誰
も
が
利
用
で
き

る
道
路
や
公
園
な
ど
と
は
違
い
、

整
備
さ
れ
た
地
域
の
人
だ
け
が
恩

恵
を
受
け
ら
れ
る
と
い
う
性
質
が

あ
り
ま
す
。
こ
の
工
事
費
を
税
金

な
ど
の
公
費
だ
け
で
賄
う
と
、
整

備
さ
れ
た
地
域
と
整
備
さ
れ
て
い

な
い
地
域
と
で
不
公
平
が
生
じ
る

た
め
、
直
接
利
益
を
受
け
る
受
益

者
に
下
水
道
建
設
費
の
一
部
を
使

用
料
と
し
て
負
担
し
て
い
た
だ

き
、
下
水
道
の
整
備
資
金
に
充
て

て
い
ま
す
。
し
か
し
、
下
水
道
が

使
用
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
区
域

の
皆
さ
ん
全
員
が
接
続
し
て
い
た

だ
い
て
る
わ
け
で
は
な
い
の
が
現

状
で
す
。
さ
ま
ざ
ま
な
事
情
な
ど

が
あ
る
と
思
い
ま
す
が
、
旭
川
水

系
の
水
質
と
美
し
い
自
然
を
守
る

た
め
に
も
下
水
道
接
続
へ
の
ご
理

解
と
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。建設部下水道課　 上  島  芳  広  課長

うえ しま よし ひろ

平成２７年３月末現在

市内下水道接続状況（農業集落排水施設を除く）

水洗化率うち水洗化人口区域内人口処理区域センター名

１４．６％１０６人７２６人落合落合浄化センター

４６．４％４，９６５人１０，７０８人久世、勝山久世浄化センター

８１．５％６０２人７３９人美甘美新浄化センター

８７．５％４６１人５２７人中和中和浄化センター

７０．８％２，６６７人３，７６８人八束、川上蒜山浄化センター

６８．３％４７７人６９８人八束蒜山第２浄化センター

使
っ
た
水
は
き
れ
い
に
し
て
戻
し
て

川
や
自
然
を
守
り
ま
し
ょ
う

公共下水道事業
　市内６施設が稼働し３，２１６戸（前年比１５１戸増）が
加入。落合・久世･勝山で下水管を埋設する工事およ
び蒜山浄化センターの長寿命化工事を行いました。

歳入の約１０％が使用料などと少なく、その他を繰入金や国
からの補助金で賄い、歳出は、処理場建設、下水道管埋設工

事の経費が４５％、公債費を含めると８５％を占めています。



歳出

※金額は決算統計数値
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※点線内は依存財源のうち地方交付税が占める額

Maniwa ０８

　

平
成　

年
度
か
ら
平
成　

年
度
ま
で
の
一
般
会
計
の
決
算
状
況
を
グ
ラ
フ
で

１７

２６

表
し
て
い
ま
す
。
歳
入
は
自
主
財
源
と
依
存
財
源
に
色
分
け
し
て
い
ま
す
が
、

平
成　

年
度
か
ら
全
体
の
７
割
以
上
を
地
方
交
付
税
な
ど
の
依
存
財
源
に
頼
っ

１７

て
い
る
状
況
が
続
い
て
い
ま
す
。
歳
出
は
性
質
別
に
見
る
と
、
普
通
建
設
事
業

費
な
ど
を
含
む
投
資
的
経
費
が
、
少
し
ず
つ
で
す
が
増
加
し
て
い
ま
す
。

決
算
経
過

歳入区分内容

財源内訳区分

市税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄付金、繰入金、繰越金、諸収入自主財源

地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交
付金、ゴルフ場利用税交付金、自動車取得税交付金、地方特例交付金、地方交付税、交
通安全対策特別交付金、国庫支出金、県支出金、市債

依存財源

歳出区分内容

経費内訳区分

積立金、投資及び出資金・貸付金、繰出金そ　の　他

普通建設事業費、災害復旧事業費投資的経費

物件費、維持補修費、補助費など消費的経費

人件費、扶助費、公債費義務的経費



 ０９ Maniwa

　

自
治
体
の
財
政
状
況
を
分
析
す
る
た
め
の
指
数
が
財
政
指
標
で
す
。
左
の
図

で
は
平
成　

年
度
と
平
成　

年
度
の
数
値
の
比
較
と
平
成　

年
度
か
ら
の
推
移

２５

２６

１７

を
表
し
て
い
ま
す
。
平
成　

年
度
ま
で
は
、
お
お
む
ね
改
善
傾
向
に
あ
り
ま
す

２６

が
、
平
成　

年
度
か
ら
は
普
通
交
付
税
の
合
併
特
例
措
置
の
上
乗
せ
分
が
減
っ

２７

て
い
く
の
で
財
政
指
標
の
悪
化
が
予
想
さ
れ
ま
す
。

財
政
指
標

市債（起債）は公共施設の建設など、一時的にたくさんの
お金が必要な場合の借金です。市債（起債）残高とは、市
が将来返済しなければならない借金の残高を指します。

財政調整基金とは、市が積み立てている貯金のことで、
不足する年に取り崩すことで財源を調整し、計画的な財
政運営を行うためのものです。
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17.8 17.4 17.0
15.8

14.5
13.5 12.8

11.9
10.7

17 18 19 20 21 22 23 24 25 26（年度）

実質公債費比率 改善

借金返済の負担が大きすぎないかをチェッ
クする指標。市税や地方交付税のような使い
道が自由で毎年入ってくる収入のうち、公債
費(借金返済額)の割合を表したもの。数値が
小さいほど負担が軽いということになります。

H ２５１１．９  閣  　　  １０． ７H ２６

0.312

0.335

0.357 0.359

0.350

0.332

0.318

0.309 0.309 0.310

17 18 19 20 21 22 23 24 25 26（年度）

財政力指数 改善

文字どおり財政力の強弱を示す指標で、毎年
の行政活動に必要なお金をどのくらい自治
体が自力で調達できるかを表したもの。数値
が大きいほど自主財源の割合が高く、財政力
が強い自治体ということになります。

H ２５０． ３０９  閣  　　  ０． ３１０H ２６

165.9

137.0

102.4

75.6 69.7
60.1

33.1
21.9

17 18 19 20 21 22 23 24 25 26（年度）

将来負担比率 改善

借金返済の負担が大きすぎないかをチェッ
クする数値。市税や地方交付税のような使い
道が自由で毎年入ってくる収入のうち、公債
費(借金返済額)の割合を表したもの。数値が
小さいほど負担が軽いということになります。

H ２５３３． １  閣  　　  ２１． ９H ２６

18
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93.5
91.9
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84.9 84.2
82.3

84.3

17 19 20 21 22 23 24 25 26（年度）

経常収支比率 悪化

市税や地方交付税のような使い道が自由で
毎年入ってくる収入のうち、人件費や扶助費、
公債費といった毎年必ず支出しなければな
らない経費の割合。数値が小さいほど財政に
弾力性がある自治体ということになります。

H ２５ ８２． ３  閣  　　  ８４． ３H ２６

市債（起債）残高の推移 財政調整基金残高の推移

※平成２５年度に実施していた国の申請に応じた給与減額措置が終了
したため平成２６年度は数値が上昇しています。



滞
納
額
を
大
幅
に
削
減
！

滞
納
額
が
合
併
後
最
少
額
に

　

平
成　

年
度
決
算
で
、
真
庭
市

２６

の
債
権
滞
納
金
総
額
は
合
併
後
最

少
額
の
約
７
億
７
５
０
０
万
円
と

な
り
、
前
年
度
に
比
べ
約
１
億
４

２
０
０
万
円（　

・
５
諸
）の
減
と
な

１５

り
ま
し
た
。

こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み
経
過

　

真
庭
市
で
は
、
平
成　

年
度
か

２２

ら
市
単
独
で
本
格
的
に
市
税
の
強

制
徴
収
を
始
め
、
着
実
に
滞
納
額

を
削
減
し
て
き
ま
し
た
。
さ
ら 

に
、
平
成　

年
度
の
機
構
改
革
に

２５

よ
り
、
債
権
回
収
対
策
課
が
設
置

さ
れ
、
市
税
以
外
の
滞
納
対
策
も

行
う
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。
担
当

課
で
徴
収
困
難
な
案
件
の
徴
収
業

務
を
引
き
継
ぎ
、
強
制
徴
収
を 

行
っ
て
い
ま
す
（
実
績
は　

助
の

１１

表
の
と
お
り
）。
真
庭
市
市
税
等
滞

納
整
理
対
策
基
本
方
針
を
定
め
、

各
法
令
法
規
、
真
庭
市
債
権
管
理

条
例
に
基
づ
く
滞
納
整
理
に
全
庁

あ
げ
て
取
り
組
ん
で
い
る
と
こ
ろ

で
す
。

強
制
徴
収
公
債
権

　

債
権
は
そ
の
性
質
に
よ
り
２
つ

に
分
類
さ
れ
、
回
収
方
法
も
異
な

り
ま
す
。
ひ
と
つ
は
、
強
制
徴
収

（
滞
納
処
分
）
す
る
よ
う
に
法
律
で

定
め
ら
れ
て
い
る
「
強
制
徴
収
公

債
権
」
で
す
。
滞
納
の
状
況
に
よ

っ
て
は
、
強
制
的
に
滞
納
者
の
住

居
、
店
舗
な
ど
に
入
り
、
実
態
調

査
や
家
宅
捜
索
を
行
い
ま
す
。
な

お
、
こ
の
家
宅
捜
索
は
法
に
基
づ

い
て
行
っ
て
お
り
、
捜
査
令
状
を

必
要
と
し
な
い
捜
索
で
す
。
差
し

押
さ
え
た
動
産
は
、
ヤ
フ
ー
オ
ー

ク
シ
ョ
ン
な
ど
に
出
品
し
て
換
価

し
、
滞
納
分
に
充
て
ま
す
。
そ
の

一
環
で
今
年
度
、
中
国
地
方
初
と

な
る
入
札
に
よ
る
「
岡
山
県
市
町

村
合
同
公
売
会
」
が
瀬
戸
内
市
で

開
催
さ
れ
ま
す
。

そ
の
他
の
債
権

　

納
付
が
な
い
場
合
、
裁
判
所
を

通
じ
た
請
求
を
行
う
の
が
「
そ
の

他
の
債
権
」
で
す
。
不
履
行
の
場

合
は
、
裁
判
所
に
よ
る
強
制
執
行

と
な
り
ま
す
。
平
成　

年
度
は
、

２６

納
付
意
識
が
見
ら
れ
な
い
滞
納
者

に
対
し
て
各
担
当
課
が
「
催
告
書

兼
法
的
措
置
移
行
予
告
書
」
を
送

付
。
そ
れ
で
も
誠
意
が
見
ら
れ
な

い
場
合
、
訴
訟
手
続
の
「
支
払
督

促
」
や
「
通
常
訴
訟
」
を
実
施
し

ま
し
た
。
い
ず
れ
も
、
完
納
も
し

く
は
分
納
と
な
り
ま
し
た
。

延
滞
金
も
必
ず
徴
収
し
ま
す

　

き
ち
ん
と
納
め
て
い
る
人
と
の

公
平
性
を
確
保
す
る
た
め
に
も
、

延
滞
金
は
必
ず
い
た
だ
き
ま
す
。

特
例
措
置
適
用
に
よ
り
今
年
は
、

税
の
延
滞
金
の
率
は
、年
９
・
１
諸

に
下
が
り
ま
し
た
が
、
そ
れ
で
も

銀
行
預
金
な
ど
の
利
率
よ
り
も
は

る
か
に
高
い
率
で
す
。
平
成　

年
２６

度
に
徴
収
し
た
市
税
の
延
滞
金
は

約
５
２
０
６
万
円
。
毎
年
増
加
傾

向
で
推
移
し
て
い
ま
す
が
、
多
く

徴
収
で
き
て
い
る
と
い
う
こ
と

は
、
そ
れ
だ
け
滞
納
整
理
が
進
ん

で
い
る
と
い
う
こ
と
を
表
し
て
い

ま
す
。

貴
重
な
財
源
を
公
平
に

　

今
後
も
厳
し
い
財
政
状
況
が
予

想
さ
れ
る
真
庭
市
に
と
っ
て
、
税

や
負
担
金
、
使
用
料
な
ど
は
、
さ

ま
ざ
ま
な
市
民
サ
ー
ビ
ス
を
提
供

す
る
た
め
の
貴
重
な
財
源
で
す
。

負
担
の
公
平
性
の
た
め
に
、
法
令

法
規
に
基
づ
く
債
権
管
理
を
適
切

に
行
い
、
滞
納
整
理
を
よ
り
一
層

強
化
し
て
い
き
ま
す
。

滞
納
金
は
効
率
的
に
、適
切
に
回
収
し
ま
す
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 １１ Maniwa

債権回収方法

主な債権（金銭の給付を目的とする市の権利）区分回収方法

市民税、固定資産税、軽自動車税、国民健康保険税　など
強制徴収
公債権

市税
強制徴収
（差押など）

介護保険料、後期高齢者医療保険料、保育園保育料、公共下水道使用料　など公課

幼稚園使用料、生活保護費返還金、合併浄化槽・農業集落排水処理施設使用料  など
非強制徴収
公債権その他

の債権

裁判所が関
与する回収
（強制執行）

公営住宅使用料、奨学金貸付金、水道使用料、病院診療一部負担金　など私債権

真庭市の滞納額推移表

平成２６年度平成２５年度平成２４年度平成２３年度平成２２年度平成２１年度債権区分

４億４，３００万円５億２，７７２万円６億１，３５４万円６億８，６００万円７億３，２７４万円７億２，５２８万円強制徴収公債権

１，５７６万円１，６１３万円２５４万円２０３万円１８６万円１６０万円非強制徴収公債権

３億１，６１５万円３億７，３０８万円３億５，６６０万円３億４，３５８万円３億２，９４８万円３億１，９４５万円私債権

７億７，４９１万円９億１，６９３万円９億７，２６８万円１０億３，１６１万円１０億６，４０８万円１０億４，６３３万円全体

平成２６年度滞納処分（差押など）実績
換価額件数区分

４，９３７万円３９４件真庭市

１，２０３万円１３１件岡山県滞納整理推進機構

２，９７９万円８５件岡山県市町村税整理組合

９，１１９万円６１０件合計

平成２６年度強制徴収公債の権徴収移管実績
徴収額合計延滞金催促手数料収入額区分

６０８，３２２円４３，２００円１８，８００円５４６，３２２円介護保険料

２２３，５００円１１，７００円３，８００円２０８，０００円後期高齢者医療保険

４１７，８００円４２，１００円２，９００円３７２，８００円保育園保育料

１，２４９，６２２円９７，０００円２５，５００円１，１２７，１２２円合計

出品物
の一例

中国地方初 !!  差押財産の合同公売会開催 !!
■開催日時　１２月１３日掌 午前９時開場
■開催場所　瀬戸内市保健福祉センター「ゆめトピア長船」
　　　　　　（瀬戸内市長船町土師２７７-４）
■出 品 数　約２００点
■当日必要なもの
　①本人確認証（免許証/保険証など）②印鑑（認印可、法人の場
合は代表印）　③代理人の場合は委任状　
　④保護者の同意書（入札者が未成年の場合） ■問い合わせ先　債権回収対策課　℡ ７-４２-１１１５

全　　体

強制徴収公債権

私債権

非強制徴収公債権
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